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１ 給与勧告の仕組みと本年の給与改定 



  

１－① 給与勧告の対象職員 

  
   公務員には、国家公務員９３．３万人と、地方公務員３０４．６万人がいます。そのうち、人事院の給与勧告の対象となるの 
は、給与法の適用を受ける一般職の非現業国家公務員約３０．１万人です。 
 
 

総計 
約３９７．９万人 

国家公務員 
約９３．３万人 

地方公務員 
約３０４．６万人 

特別職 
約３０．４

万人 

一般職 
 約６２．８ 
    万人 

 

非現業国家公務員  
  約３０.１万人 

検察官 約０．２万人 

現業職員（国有林野事業） 約０．５万人 

独立行政法人職員 ５．７万人 

日本郵政公社職員 約２６．２万人 

（注）１ 国家公務員の数は平成１８年度末予算定員等による。 
   ２ 地方公務員の数は総務省「平成１７年地方公務員給与実態調査」に基づいて推計したものである。 
   ３ 端数処理の関係で、各人数の合計は必ずしも一致しない。 

                   
 
 
 
 

      
    
 
 
 
 
 

一般行政職員、外交官、 
税務署職員、刑務官、 
海上保安官、医師、 
看護師 等 



  

１－② 給与勧告の手順 

   人事院では、官民給与の比較の基礎とするため、国家公務員と民間の給与を調査しています。その結果に基づいて、官民
の４月分の給与（月例給）を精密に比較して得られた官民の給与較差を解消することを基本に勧告を行っています。 

４月分給与（約 43 万人を対象） 
４月分給与（行政職（一）） 

 

（過去１年間の支給状況） 

情勢適応の原則 
（民間準拠） 各府省、職員団体等の要望・ 

意見を聴取 

官民官民のの特別給特別給のの  
年間支給月数年間支給月数のの比較比較  

国 会 内 閣 法 案 提 出 

(勧告の取扱い決定） (給与法の改正） 

民間給与の調査（実地） 
（企業規模 50 人以上かつ事業所規模 50 人以上） 
【全国約 10,200 事業所】（母集団約 53,000 事業所） 

国家公務員給与の調査 
〈個人別給与〉 

   （約 29 万人（新規採用者等を除く）全員を対象）  

従業員別調査 ※給与改定の有無に関わらず調査 事業所別調査 

・各地域において有識者、中小企業 
経営者等との意見交換 

 ・モニター等を通じた国民各層からの
意見聴取 

人 事 院 給 与 勧 告 

俸給表・手当の改定内容を決定 

給与改定や 
雇用調整等の状況 

〈前年８月から当年７月まで〉 

民間民間とと公務公務（（行政職行政職((一一））））のの給与給与をを比較比較（（官民比較官民比較））  
仕事の種類、役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の給与を比較 

（ラスパイレス方式） 
 

  また、特別給についても、民間の特別給（ボーナス）の過去１年間の支給実績を精確に把握し、その結果得られた年間支給
割合に職員の特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。 

ボーナス 



  

 行政職(一) 

 （事務・     

  技術職員） 

   １級(係員) １級地 大 卒 22・23歳 民間給与×公務員数 

 

…
 

…
 

 ３級地 

 地域手当 

 ４級地 

     公務員給与×公務員数 

 

…
 

（役職段階）  （勤務地域）  （学歴）  （年齢階層） 

短 大 卒 20・21歳 民間給与×公務員数 

 

…
 

…
 

    公務員給与×公務員数 

 

…
 

高 卒 18・19歳 民間給与×公務員数 

 

…
 

…
 

     公務員給与×公務員数 

 

…
 

中 卒 16・17歳 民間給与×公務員数 

 

…
 

    公務員給与×公務員数 

 

…
 

各勤務地域ごとに、「１級地(地域手当18％)」と 
同様、学歴別、年齢階層別に民間給与及び 
公務員給与を算定 

    ２級(主任) 

    ３級(係長) 

各役職段階ごとに、「１級(係員)」と同様、勤務地域別、 
学歴別、年齢階層別に民間給与及び公務員給与を算定           

  （民間給与総額（Ａ））  （公務員給与総額（Ｂ）） 

  民間給与総額 

  ÷公務員総数 

  ＝ 381,230 円（ａ） 

  公務員給与総額 

  ÷公務員総数 

  ＝ 381,212 円（ｂ） 
本年の官民較差 18 円 (0.00％)                  （算定方法） (a) － (b) 

                 

24・25歳 
26・27歳 

１－③ 官民給与の比較方法（ラスパイレス比較） 

  月例給の官民給与の比較（ラスパイレス比較）においては、個々の国家公務員に民間の給与額を支給したとすれば、これに要する支給
総額（Ａ）が、現に支払っている支給総額（Ｂ）に比べてどの程度の差があるかを算出しています。                                  

…
 

（地域手当18%） 

 ２級地 
（地域手当15%） 

（地域手当12%） 

（地域手当10%） 

  具体的には、以下のとおり、役職段階、勤務地域、学歴、年齢階層別の公務員の平均給与と、これと条件を同じくする民間の平均給与の
それぞれに公務員数を乗じた総額を算出し、両者の水準を比較しています。                                         

 ５級地 
（地域手当 ６%） 

非支給地 

 ６級地 
（地域手当 ３%） 

    ４級(課長代理・                      

       係長) 

    ５級(課長・                      

       課長代理) 

    ６級(部長等・ 

  課長・課長代理) 

    ７級・８級 

  (部長等・課長) 

    ９級・10級 

        (部長等) 



  

１－④ 最近の給与勧告の実施状況 

  国家公務員の給与は、月例給については平成14年、平成15年及び平成17年に引下げとなり、特別給については平成11年
以降５年連続で年間支給月数が引下げとなり、年間給与の減少が続いていました。本年は、月例給と特別給の双方について、
国家公務員と民間企業従業員の水準がほぼ均衡していることから、水準改定を行わないこととしました。 

月例給

勧告率 年間支給月数 対前年比増減 増減額 率

平成１１年 0.28％ 4.95月 △ 0.30月 △　9.6万円 △ 1.5％

平成１２年 0.12％ 4.75月 △ 0.20月 △　7.0万円 △ 1.1％

平成１３年 0.08％ 4.70月 △ 0.05月 △　1.6万円 △ 0.2％

平成１４年 △ 2.03％ 4.65月 △ 0.05月 △ 15.2万円 △ 2.3％

平成１５年 △ 1.07％ 4.40月 △ 0.25月 △ 16.5万円 △ 2.6％

平成１６年 勧告なし（注１） 4.40月 - - -

平成１７年 △ 0.36％ 4.45月 0.05月 △　0.4万円 △ 0.1％

平成１８年 勧告なし（注２） 4.45月 - - -

行政職(一)職員の
平均年間給与

特別給（ボーナス）

（注１） 平成１６年の官民の給与較差は0.01％。水準改定以外の勧告（寒冷地手当の引下げ改定等）あり。 
（注２） 平成１８年の官民の給与較差は0.00％。水準改定以外の勧告（給与構造の改革に関する改定）あり。 

  （参考）  行政職(一)職員の平均年間給与  ６３２万３千円（平成18年） 



  

比較対象企業規模 

１－⑤ 月例給における官民給与の比較方法の見直し 

・ 官民給与の比較対象企業規模を、従来の「100人以上」から「50人以上」に変更 

・ ライン職の民間役職者の要件を変更（部長の例：構成員30人以上→20人以上） 

比較対象従業員の範囲 

・ 要件変更後のライン職の役職者と同等と認められるライン職の役職者及びスタッフ職に拡大 

 
  企業規模50人以上とする考え方 
 
 ・ 同種・同等の者同士の比較の原則を維持 

 ・ 民間従業員の給与をより広く把握し反映 

 ・ 実地調査による調査の精確性の維持 

カバー率：５５．０％

カバー率：６４．８％

企業規模100人以上

企業規模50人以上

・・・

  官民給与の比較方法について、学識経験者による「官民給与の比較方法の在り方に関する研究会」の報告書、各界有識者
による「給与懇話会」の意見を踏まえ、各府省や職員団体とも意見交換を行いつつ検討を行った結果、本年の勧告から、以下
の見直しを行うこととしました。 



  

○ 抑制型給与構造への転換（昨年の勧告で実施） 
   年功的な給与上昇の抑制と職務・職責に応じた俸給構造への転換 

 ・中高齢層の俸給水準を７％引下げ、給与カーブをフラット化 

○ 地方における公務員給与水準の見直し（昨年の勧告で実施） 

    地域賃金より高いとの批判のある地方の公務員給与を引き下げることにより、地域賃金を反映 

 ・民間賃金の低い地域の水準を考慮して、俸給表水準を全体として平均4.8％引下げ 

 ・民間賃金が高い地域には３％～最高18％(東京都特別区18％、大阪市15％、名古屋市12％等)の地域手当 

 を支給（平成22年３月31日までは暫定的な支給割合） 

２－① 給与構造の改革の概要 
－ 平成18年度から５年間で段階的に実施 － 

○ 勤務実績の給与への反映（昨年の勧告で実施） 
 ・従前の俸給表の号俸を４分割して、勤務実績に基づくきめ細かい昇給を実施 

 ・ボーナスについても、勤務実績による配分を強化 

 
・転勤のある民間事業所の賃金水準との均衡を考慮して、広域にわたる異動を行う職員に対し、異動後３年間、異動距離に応
じ、60㎞以上300㎞未満３％(平成19年度は２％)又は300㎞以上６％(平成19年度は４％)の広域異動手当を支給 

 
  

  
  

  地域手当の平成19年度の支給割合を決定 

・年功的な給与処遇を改め、管理職員の職務・職責を端的に反映できるよう、俸給の特別調整額（管理職手当）を定額化 

○ その他の改革 

・専門スタッフ職俸給表の新設は、各府省において検討が進められている複線型人事管理の具体的内容等を踏まえ、引き続き
その具体化について検討 

・本府省手当の新設 

（備考） 上記の施策のほか、少子化対策に対応するものとして、３人目以降の子等の手当額を平成19年４月１日から1,000円引上げ(子の手当額を同額
に）、給与構造の改革とあわせて実施 

平成22年度までの間に実施するものとして準備する事項  平成19年度において実施する事項 



  
他の県に本店
を有する支店
（東京都及び
大阪府を除く） 

２－② 広域異動手当の新設 

 

給与構造改革 
前の俸給水準 

新俸給
水準 

△4.8％ 

広域異動 

手当 

３％ 

民間地場
企業の賃
金水準 

転勤のある
民間企業の
賃金水準 

広域異動し
ない公務員 

 

広域異動 

手当 

６％ 

約3.5％ 

広域異動 
する公務員 

60㎞以上
300㎞未満
の範囲 

広域異動 
する公務員 

300㎞以上
の範囲 

広域展開企業
の民間賃金 

 公務員給与 

 〈例〉  前橋市               福島市 

（地域手当３％） （地域手当非支給地） 転勤 
60㎞以上
300㎞未満 

広域異動手当(３年目まで３％支給）の額が異動保障の額を超

える分のみを支給 

東京都及
び大阪府
を除く 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 

広
域
異
動
手
当 

2.4％ 

異
動
保
障 

異
動
保
障 

3％ 
広域異動 

手当 

  【異動保障との調整】 

  広域展開企業の賃金水準と均衡させるため、広域異動手当
を支給 

支給期間  ３年間 

支給額 異動前後の官署間の距離区分に応じて 

60㎞以上300㎞未満 → 俸給等の３％ 

300㎞以上         → 俸給等の６％ 

  異動保障との関係 

異動保障 円滑な異動を確保するために現在受けてい
る地域給与の水準を一定期間保障 

広域異動
手当 

広域展開企業の賃金水準を考慮し、広域異
動職員の賃金水準を調整 

 ※ ただし、両者が併給されるときには調整 



  

 

 
管理職員の職務・職責を端的に反映できるよう、定率制から職務 

 
  の級別定額制に移行 

 ２－③ 俸給の特別調整額（管理職手当）の定額化 

２種     
（本府省室長等） 

３種           
（府県部長等） 

４種          
（管区課長等） 

25％ 算定割合 20％ 

５種          
（府県課長等） 

本  府  省 
課長補佐 

 区    分 

12.5％ ８％ 

１種 
（本府省課長等） 

（10％） 

（注） カッコ内は現行の特別調整額の支給割合 

 

17.5％ 

（16％） 

15％ 

（12％） 

○ 俸給表別・職務の級別・特別調整額の区分別に設定 

［定額の設定方法］ 

○ 定額 ＝ 職務の級別の算定基礎号俸の俸給月額 × 区分別の算定割合 

※ 地方機関の管理職の区分別の算定割合については、現行の特別調整額の支給割
合より高い割合を設定 



  

 

少子化対策に対応するものとして、３人目以降の子等の手当額を1,000円 

引き上げ、子の手当額を同額とし、給与構造の改革とあわせて実施 

 ２－④ 子等の扶養手当の同額化 

  13,000円 6,000円 

扶養親族である子等 

13,000円 改定後 6,000円 

6,000円 

３人目以降 

現  行 5,000円 

扶養親族である 
配偶者 

6,000円 

（注） 満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの子がいる場合は、当該子１人につき5,000円 

   が加算される   

１人目 

6,000円 

２人目 

○現行手当額と改定後の手当額の比較 

 
 

6,000円 

 


